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1．はじめに

　近年，香川県豊島や青森・岩手県境を始めとして全国
的に産業廃棄物の大規模な不法投棄が発覚し社会的な問
題となっている。現在，発覚した不法投棄現場において
は撤去作業や復旧作業が行われている途中，あるいは，
復旧の計画途中にある。このような廃棄物不法投棄現場
の復旧作業終了後の有効かつ地域住民が納得する跡地利
用案を策定・実現することは，現在の不法投棄問題にお
ける重要な課題の一つである。
　本研究では，今後の不法投棄現場復旧後の跡地利用計
画作成に対して有用な住民の選好といった情報を把握
するために，青森・岩手県境産業廃棄物不法投棄現場 1）

-6）を対象として産業廃棄物不法投棄現場の跡地利用計
画について検討する。本研究で対象とした廃棄物不法投
棄事案は，平成 11 年 11 月の岩手・青森両県警合同捜査
本部による強制捜査により明らかになった。不法投棄現
場は青森県と岩手県の県境の原野にあり，面積は青森県
側 11ha，岩手県側 16ha の併せて 27ha におよび，不法
に投棄された廃棄物は，青森県側 67.1 万 m3，岩手県側
20.5 万 m3 の計 87.6 万 m3 と推定されている 1）, 2）, 4）。廃
棄物の種類は，燃え殻，汚泥，廃油，RDF 様物，廃棄
食品，医療系廃棄物など様々である。揮発性有機化合物 

（VOC）や重金属などの有害物質も含まれている部分も
ある。医療系廃棄物としては，紙おむつや注射針，点滴
容器・チューブなどが焼却不完全状態で投棄されている
2）。青森・岩手両県はこの事案に対して，廃棄物の全量

撤去の方針を打ち出し，両県おのおので遮水壁や水処理
施設等の対策工の施工を行い，平成 19 年度には本格的
な廃棄物の撤去作業が行われており，現在はその途上に
ある。なお，この不法投棄問題は平成 15 年 6 月に制定
された「特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関す
る特別措置法」の適用を受けており，上記の特別措置法
の期限内で廃棄物の撤去を完了する計画である。跡地利
用については全量撤去・原状回復作業が終了し次第開始
される予定となっており，具体的な跡地利用計画は現在
計画中である。
　本論文では，まず，現場周辺地域の住民に対して原状
回復・環境再生・地域活性化に関する自由記述形式の住
民意識調査を実施して周辺住民の望む撤去作業終了後の
跡地利用案を大まかに把握した。次に，住民意識調査の
結果から代表的かつ実現の可能性の高い幾つかの案につ
いて，跡地利用計画を作成し，費用および利点等につい
て検討した。作成した跡地利用計画を示した上で，再度
周辺住民および両県を代表する市の住民に対して跡地利
用選好調査を実施し住民の望む跡地利用計画について検
討した。

2．住民意識調査

2.1　調査の概要
　本研究では，まず，原状回復・環境再生・地域活性化
に関する自由記述形式の現場周辺住民の意識調査を実施
し，住民の望む跡地利用案について把握した。住民意識
調査は，不法投棄現場周辺地域の住民に行ったこの問題
に対する住民の意識変化を調べるためのアンケート調査
7）の一部として行った。質問は「県境不法投棄現場の
原状回復・環境再生・地域活性化に関してご意見等ござ
いましたら、以下にご記入をお願いします。」とし，自
由記述形式とした。
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industrial waste illegal dumping site in the future.
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アンケート調査の対象として，現場周辺の青森県田子町
および岩手県二戸市の住民を電話帳からランダムにそれ
ぞれ 300 件ずつ抽出した。アンケート調査票は 2006 年
12 月 20 日に郵送により送付し，回答期限を 2006 年 12
月 31 日までの約二週間と設定した。なお，回収したア
ンケートは 76 件で，回収率は青森県田子町 10.3%，岩
手県二戸市 14.7% であり，回答者の約 4 割が青森県田子
町在住，約 6 割が岩手県二戸市在住であった。アンケー
ト調査の対象者を電話帳から抽出したため，アンケート
送付先は主に世帯主宛となっており，回答者の年齢は
50 代以上の割合が 85% を占めている。また，約 9 割が
男性であり，就業者が 66.7%，無職が 33.3% であった。

2.2　調査結果
　自由記述欄に記載された周辺住民の跡地利用に関連す
る意見を整理して表 1 に示す。不法投棄現場周辺の住民
の意見を大別すると，表 1 に示すような「自然復元」「廃
棄物処理施設」「啓発施設」「複合施設」となる。それぞ
れの具体的な記述内容は表中に示す通りである。また，
その他として，具体的な意見は記述していないが，安心・
安全な地域造りや両県が協力して取り組むべきこと等が
指摘されている。

3．跡地利用選好調査

3.1調査の概要
　前章に示した住民意識調査の結果をもとに，前述した
4 つの跡地利用案を選抜し，跡地利用計画を作成した。
作成した計画の概要を表 2 に示す。表中に示した費用額
は，面積や容積などを考慮して作成した各計画に要する
費用を概算し，これを青森県と岩手県の人口で割ること
で両県民一人あたりの金額を示している。なお，廃棄物
処理場や環境教育施設については，建設後の維持費・便
益等は考慮していない。また，各計画に要する費用は既
存の類似の施設の実績を考慮して概算した。

　作成した計画を用いて，これに計画の概要および良い
点・悪い点等の説明文を加えたアンケート調査票を作成
した。図 1 に計画（a）を例として設問を示す。（a）〜（g）
の各計画のそれぞれについて，このような 5 段階選択式
により質問した。また複合環境施設については，表 2 に
示すようにその組み合わせを変え，最も良いと思うもの
を選択してもらうこととした。さらに，回答者の属性に
加えて，１）跡地利用計画への意見，２）原状回復・環
境再生・地域活性化への意見，を自由記述により質問し
た。
　アンケート用紙は，現場周辺地域の住民（青森県田子
町，岩手県二戸市）と各県を代表する市の住民（青森県
青森市および八戸市，岩手県盛岡市）を対象として電話
帳から抽出した田子町約 250 件，二戸市約 340 件，青
森市・八戸市・盛岡市に各 600 件の計 2390 件に送付した。
調査期間は 2008 年 1 月 16 日から 1 月 31 日とした。

3.2　回答者の個人属性
　アンケート調査用紙の回収量は全体で 601 件で，回
収率は約 25% であった。図 2 に回答者の個人属性分布
を示す。回答者の年齢は，図 2（a）に示すように 20 代
が非常に少なく， 50 代以上で 85% 以上を占めている。

表 1　周辺住民の跡地利用に関する主な意見

跡地利用案分類 記述内容

自然復元

・広葉樹の山を作り、きれいな水を熊原川に流
し、水害のない河川にする

・現場は山林にして下さい
・落葉広葉樹の自然林として再生してほしい
・美しい自然を戻し、子孫に残してやりたい
・緑化し自然公園として運用してはどうか

処理施設

・産廃処理工場が稼動できるような施策を実施
するべき

・産廃を現地で処理すれば地元から雇用が見込
め、地域活性化に繋がる

・現地に処理施設を建て回復処理していく方法
が一番よかった

・現地に大処理工場を施設し、永続的に操業し
た方がよい

啓発施設

・地元でも常に関心を持ち続ける様な工夫がほ
しい

・森林公園を作り、｢環境破壊の戒め｣とする施
設を作る

・今後の戒めにしてもらいたい

複合施設

・環境改善への指針となるクリーンセンター等
の施設を運営し、二度と繰り返さないよう施
設と併用させる

・ミニゴルフ場等を作ることで自然と融合しな
がら健康増進を図る

その他の
復旧後に
対する意見

・安心して住める町にしてほしい
・住民の健康に害のないようにしてほしい
・風評被害等農業に影響がでないように
・環境再生事業は、両県一体で取り組む必要

（現場はひとつ）
・岩手・青森両県ともこの負の遺産を負い目に

感じることなく、両県民が他の県民にこの経
験を活かして廃棄物や環境について胸を張っ
て「我が県は環境の先進県である。」と言え
るような施策、情報発信をお願いしたい

表 2 各跡地利用計画の概要

計画 No. 計画案 条件
（a） 更地 面積27万，費用額0円

（b） 植林 面積27万，費用額20円

（c） 中規模公益廃棄物処理施設 面積9万，容積12.7万，
費用額530円

（d） 小規模公益廃棄物処理施設 面積5.2万，容積6.9万，
費用額250円

（e） 小規模環境教育施設 面積0.22万，費用額250円

（f） 中規模環境教育施設 面積0.5万，費用額400円

（g） 複合施設 廃棄物処理場と環境教育施
設等の組み合わせ

　 複合施設 A （c）と（e）の複合施設

複合施設 B （d）と（e）の複合施設

複合施設 C （c）と（f）の複合施設

複合施設 D （d）と（f）の複合施設
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次に，回答者の居住地域の分布は，図 2（b）のように
なっており，八戸市と盛岡市が全体の 23% 程度を占め
ており，青森市 17%， 二戸市と田子町が約 10% であっ
た。なお，その他の地域にはアンケート調査用紙の送付
を行っていないが，転居にともない対象地域外になった
住民にアンケート調査用紙が転送されたものと考えられ
る。図 2（c）は回答者の職業構成を示しているが，会
社員が約 20%，自営業が 13.7%，農業が 11.5% などとなっ
ている。また，高齢の回答者が多いこともあって，無職
の回答者が約 30% を占めた。

3.3　跡地利用計画に対する回答者全体の評価
　本研究で作成した跡地利用計画に対する回答者全体の
評価結果を図− 3 に示す。図の縦軸は表 2 に示した跡地

利用計画の項目，横軸は回答率である。
　跡地利用計画の（a）および（b）は基本的に元の自
然に戻す案であるが，（a）の更地にして放置する計画に
対しては費用が全くかからないものの「非常に良い」あ
るいは「良い」とする評価が約 37% 程度である。これ
に対して（b）の植林をする計画には約 70% の回答者が

「非常に良い」あるいは「良い」と回答している。また
計画（b）に対しては「悪い」あるいは「非常に悪い」
とする評価は約 9% となっている。計画（b）が全ての
計画の中で最も住民には評価されることがわかる。2 章
で述べた自由記述による調査における「自然に戻して欲
しい」といった意見のほとんどは，不法投棄廃棄物が処
理された後には更地にして放置することではなく，植林
をすることを意味しているといえる。
　処理施設の跡地利用計画（c）および（d）は，不法
投棄現場からの環境汚染を防止するために現在設置され
ている水処理施設や遮水壁などの施設を利用して公益廃
棄物処理施設を建設しようとする案であり，（c）と（d）
ではその規模が異なる。（c）の中規模の施設の方が（d）
の小規模の施設より良いと回答している人が多い。この
ことから，建設するのであれば処理能力の高い廃棄物
処理施設が望まれていると考えられる。また，計画（c）
に対しては約 45% の人が好意的な評価を示している。
周辺住民の意識調査 7）によれば，不法投棄現場周辺の
住民は問題発覚当初から廃棄物の全量撤去を望んでいる
が，ここに既存の施設を利用した廃棄物処理施設を建設
することに賛成する人が 45% もいることは注目に値す
る。反対の意見を示している回答者も約 25% 程度はい
るものの，これは，（a）の更地にする計画よりも少ない。
この結果は，アンケート調査前の予想と大きく異なる結
果となった。周辺環境に適切に配慮し，十分に周辺住民
に説明を行うことで，廃棄物の減量化等のための施設や
処分場を建設する計画についても住民に受け入れられる
可能性を示唆している。
　跡地利用計画（e）および（f）は廃棄物不法投棄資料
館や公園，リサイクルプラザ，廃棄物処理施設などを併
設した環境についての啓発を行う環境教育施設を提案す

図 3 跡地利用計画に対する回答者全体の評価 図 4　複合施設に関する回答

 

図 2　跡地利用選好調査の回答者の属性
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るものであるが，計画（e）の小規模施設の方に好意的
な評価を示す人が多い結果となった。案（e）の良いと
回答した人の比率が約 47% であり，このような施設に
対して賛成の意見は多い。ただし，それ程規模の大きく
ない施設が望まれていることがわかった。
　計画（g）はそれぞれの計画を組み合わせた複合施設
を建設する案であるが，約 35% の人が賛成している。
また，図− 6 に環境教育施設と廃棄物処理施設等の複
合施設に対してその組み合わせを選択した結果を示す。
同図から回答者全体の評価は中規模廃棄物処理施設と小
規模環境教育施設を併設した複合環境施設 A を最も支
持する人が多く，上記の設問による結果とほぼ同様の結
果となった。

3.4　跡地利用計画に対する居住地域別の評価
　ここでは，跡地利用計画に対する居住地域による違い
を検討するために，現場周辺地域（田子町・二戸市）と
各県を代表する市（青森市・八戸市・盛岡市）とに分類
した。居住地域別の評価結果について図 5 に現場周辺地
域の住民の評価結果，図 6 に各県を代表する市の住民の
評価結果をそれぞれ示す。現場周辺の住民に比べて各県
を代表する市の住民の方が，本研究で提示した跡地利用
計画に対して全体的に好意的な評価が多くなっている。
また，（b）の植林案と（c）の中規模公益廃棄物処理場案，

（e）の小規模環境教育施設案に対して非常に良いあるい
は良いと回答した人の比率で大きく差がある。
　計画（b）の植林案は現場周辺地域が約 62% で，各県
を代表する地域で約 72% となっている。現場周辺地域
の住民には林業の人が含まれているにも関わらず，各県
を代表する地域よりも少なくなっている。これは，植林
を行った後の維持管理に専門的知識と時間，費用が必要
になるため，植林に対して比較的詳しい人が多い現場周
辺地域の方が少なくなっているのではないかと考えられ

る。
　計画（c）の中規模廃棄物処理場案は現場周辺地域が
約 41% で，各県を代表する地域は約 47% と差が比較的
大きくなっている。また，計画（e）の小規模環境教育
施設案についても現場周辺地域が約 41% で，各県を代
表する地域で約 48% となっている。青森市や八戸市，
盛岡市の住民にとっては廃棄物処理施設等の建設におけ
るメリットはほとんど考えられないが，提示した計画の
中で負担額が最も多い計画（c）に対しても賛成の意見
が多い。県全体の問題として捉えており，金銭的な負担
が多少あっても現地の再生に協力的な住民が多いことは
注目される。
　図 4 に示した複合環境施設に対する地域別の評価にお
いては，複合環境施設案では，現場周辺地域は中規模公
益廃棄物処理場と小規模環境教育施設を組み合わせた複
合環境施設 A と小規模公益廃棄物処理場と小規模環境
教育施設を組み合わせた複合環境施設 B の評価に比較
的差はないが，各県を代表する地域は複合環境施設 A
が多くなっている。

3.5　跡地利用計画に対する職業別の評価
　職業別の結果として，会社員と農業従事者の評価につ
いて図 9，図 10 にそれぞれ示す。
　図 9 と図 10 を比較すると，計画（b）の植林案と計画（c）
の中規模公益廃棄物処理場案について「非常に良い」あ
るいは「良い」と回答した人の比率に大きく差がある。
計画（b）の植林案については会社員の「良い」とする
評価が約 67% であり回答者全体の評価と同様であるの
に対して，農業経営者では約 73% となっている。農業
にとっては周辺の自然環境が非常に重要であるため，植
林案賛成への比率が高くなっていると考えられる。
　項目（c）の中規模廃棄物処理場案の賛成者は会社員
が約 47%，農業経営者が約 33% となっており大きな差

図 5　現場周辺地域住民の評価 図 6　各県を代表する市の住民の評価
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が生じている。このことも上記と同様の理由が考えられ，
廃棄物処理場の建設により周辺の自然環境への影響につ
いて懸念を示しているものと考えられる。前述したよう
に，廃棄物処理場等を建設する場合には地下水や土など
の安全性について農業従事者の不安を解消することが，
周辺住民の合意を得るための鍵となる。

3.6　自由記述欄で挙げられた意見
　ここでは，自由記述形式で質問した１）跡地利用計画
への意見，２）原状回復・環境再生・地域活性化への意
見，に挙げられた意見を整理して示す。
まず，１）跡地利用計画への意見には，
・廃棄物処理施設を建設すべきではない
・環境教育施設を運営しても集客が望めるのは始めだけ
・何もしなくて良い
・健康施設・福祉施設の併用したレクリエーション等が

行え，子供たちが利用できる集会施設が良い
・廃棄物処理した時に生じる熱を利用する生産施設を建

設したらどうか
　などの意見が挙げられた。否定的な意見については，
廃棄物処理施設に対するものが最も多く，前述したよう
に 4 割以上の人が賛成ではあるものの，強い反対意見が
あることも事実であり，住民との対話・合意形成が重要
となると思われる。
　次に，２）原状回復・環境再生・地域活性化への意見
には，
・処理施設等を建設し，周辺住民を雇用する
・跡地利用と地域活性化は離して考えるべき
・緑地化・自然回復等次世代に自然を残すことが必要
・複合環境施設を建設して地域活性化できれば最も良い
・農業従事者が安心して安全な農作物を生産・販売でき

る環境を望む
・地域を越えた交流の場にする

などが挙げられた。

4．おわりに

　本研究では，青森・岩手県境廃棄物不法投棄問題を対
象として，不法投棄現場の跡地利用案に対する住民の意
識について検討するためのアンケート調査を実施した。
その結果，廃棄物不法投棄現場の跡地利用に関して，周
辺住民および各県を代表する市の住民には様々な意見
があり，植林をして元の状態に復元するといった意見が
最も多いものの，廃棄物処理施設や教育施設など何らか
の施設を建設することに肯定的な人も多いことがわかっ
た。また，何らかの施設を建設する場合，中規模の公益
廃棄物処理施設や小規模の環境教育施設を併設し周囲に
植林を施すような施設も住民には受け入れられる可能性
があるものと推測される。
　また，本研究により，現場とは一定の距離がある各県
を代表する市の住民が不法投棄問題を県や地域全体の問
題として捉えており，ある程度の費用負担が掛かっても
現場再生のために協力的であること，不法投棄現場跡地
に処理施設を建設することに肯定的な意見が多いことな
ど，今後の不法投棄事案の跡地利用計画に対して有用な
住民の選好意識を把握することができた。
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図 7　跡地利用計画に対する会社員の評価 図 8　跡地利用計画に対する農業従事者の評価
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